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1

2 監査の種類

　地方自治法第１９９条第１項、第２項及び第４項に基づく定期監査及び行政監査

　　定期監査：財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理

　　行政監査：行政事務の執行

３

　総務局、市民局、病院局　

４

５ 監査の主な実施内容

６ 監査の実施場所及び日程

（１） 実施場所　監査委員事務局ほか

（２） 実施日程　令和６年１１月１２日から７年１月２９日まで

監査基準への準拠

令和５年度及び６年度の財務に関する事務の執行及び行政事務の執行が、法令等に基づき、適正に
行われているか、最少の経費で最大の効果を挙げるよう、組織及び運営の合理化等に努めているかな
どを主眼として、監査を実施した。

※重点取組事項
１　市有施設への自動販売機の設置について

市有施設への自動販売機の設置について、主に次の点を検証した。
（１） 自動販売機の設置の必要性を精査し、適切に設置されているか。
（２） 設置事業者の選定や使用許可に係る事務処理が適正に行われているか。
（３） 施設使用料や販売手数料等の収納事務が適正に行われているか。
（４） 自動販売機の機能面に留意しているか。

　　２　附属機関等に係るホームページの掲載について
本市ホームページにおいて、附属機関等の情報が適切に更新され、正確な情報が提供されて

　　いるかを検証した。

　令和６年度の定期監査及び行政監査は、高松市監査基準に準拠して実施した。

監査の対象

監査の着眼点

　監査に当たっては、対象局から関係書類の提出を求めるとともに、説明を聴取して実施したほか、
実地監査を行った。（重点取組事項の実施状況は、１７・１８ページ参照）

令和６年度定期監査・行政監査の結果について
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７

指摘 意見 合計

人事課 — 1 1

総務課 — 1 1

危機管理課 1 — 1

市民局 — 1 1

協働コミュニティ推進課 2 — 2

牟礼総合センター 1 — 1

みんなの病院事務局総務課 4 — 4

8 3 11合計

※指摘・・・条例や規則等に違反しているか、著しく適切さを欠くと判断したもの。

※意見・・・組織及び運営の合理化の観点から改善が望まれるとしたもの。

監査の結果

総務局

市民局

病院局

所管課等

　事務の執行については、おおむね適正に処理されていたが、別記のとおり、その一部に改善を要
する事項が認められた。
　今後とも、市民の信頼を得られるように、法令等を遵守し、より一層、厳正かつ適正な事務の執
行に努められたい。
　また、当該事項について措置を講じたときは、地方自治法第１９９条第１４項の規定により、そ
の旨を監査委員に通知されたい。
　なお、通知は、監査結果を公表した日から起算して６か月を経過する日の属する月の末日まで
を目途に行われたい。
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結果
№

項 目
公表文

該当ページ

1 意見 【重点】
附属機関等に係るホームページ掲載における
情報の正確性の確保について

P4 人事課

2 意見 契約事務の効率化について P5 総務課

3 指摘 契約保証金免除の適正な取扱いについて P6 危機管理課

4 意見 【重点】
附属機関等に係るホームページ掲載における
情報の正確性の確保について

P7 市民局

5 指摘 業務委託に係る適正な契約方法について P8

6 指摘
発注簿等財務処理による支出事務に係る適正
な執行について

P9

7 指摘 業務委託に係る適正な契約事務について P10 牟礼総合センター

8 指摘
プロポーザル方式による適正な契約手続につ
いて

P12

9 指摘
医療器械購入に係る指名業者の適正な選定に
ついて

P13

10 指摘 複数単価契約に係る適正な事務処理について P14

11 指摘
契約事務の取扱いに係る高松市病院事業会計
規程の適正な整備について

P16

※ 【重点】 ・・・

区分 所管課等

「令和６年度高松市監査実施計画」に掲げた「重点取組事項」に基づき、監査したもの。

協働コミュニティ
推進課

みんなの病院事務局
総務課

総務局

市民局

病院局

令和６年度定期監査・行政監査結果一覧
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結果№ №1

告 示 番 号 告 示 日

所 管 課 等 区 分 意　　見 【重　点】

意 見 の 項 目

意見を付す理由

意 見

根 拠 法 令 ・
通 知 等

内 容

監査実施年度／対象局等 令和6年度／総務局

高松市監査委員告示第10号 令和7年2月28日

人事課

　附属機関等に係るホームページ掲載における情報の正確性の確保について

令和６年１２月１日時点で人事課が担当している附属機関等に係るホームページについて、
同月２０日現在の掲載内容を確認したところ、附属機関等ホームページ掲載マニュアルにおい
て、必須項目とされている会議記録が公表されていないものや、最新年度の会議記録が上側に
掲載されていないものなどが散見された。

附属機関等に係るホームページ掲載については、附属機関等ホームページ掲載
マニュアルにおいて、必須項目とされている内容を掲載するとともに、情報が適
時適切に更新され、その正確性を常時確保するための方策について検討された
い。

附属機関等ホームページ掲載マニュアル

２　掲載内容
（１）附属機関等の概要
（２）根拠規定
（３）委員名簿
（４）会議の開催結果
（５）策定計画関係
（６）分科会、専門部会関係
（７）上記以外であって掲載が必要なもの
※（１）～（４）は必須項目、（５）～（７）は任意項目

定期監査・行政監査結果
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定期監査・行政監査結果

結果№ №2

告 示 番 号 告 示 日

所 管 課 等 区 分 意　　見

意 見 の 項 目

意見を付す理由

意 見

公文書館が導入している高松市博物館施設収蔵品管理システムについては、歴史資料館等９
館においても同一のシステムを導入し、歴史資料館が一括して同システムの賃貸借契約及び支
出事務を行っているが、公文書館においては、単独で契約及び支出事務を行っていた。

複数の施設が導入している高松市博物館施設収蔵品管理システムの賃貸借契約
に当たっては、見積徴取を始めとする契約事務及び賃貸借料の支出事務などにお
ける事務の効率化に加え、毎月の支出に係る振込手数料削減の観点から、歴史資
料館等９館と一括した契約及び支出事務について検討されたい。

監査実施年度／対象局等 令和6年度／総務局

高松市監査委員告示第10号 令和7年2月28日

総務課

　契約事務の効率化について
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定期監査・行政監査結果

結果№ №3

告 示 番 号 告 示 日

所 管 課 等 区 分 指　　摘

指 摘 の 項 目

指 摘 す る 理 由

指 摘

根 拠 法 令 ・
通 知 等

内 容

根 拠 法 令 ・
通 知 等

内 容

防災マップ更新業務に係る契約保証金の免除について、プロポーザル参加事業者から応募書
類として提出された業務実績の確認資料により、高松市契約規則第２４条第４号の規定に該当
すると判断したものの、免除要件である契約保証金免除申請書の提出がないにもかかわらず、
全額を免除していた。

執行伺、契約事務等の取扱いについて（平成２３年財務部長、会計管理者通知）

７　契約の履行の確保
（２）契約保証金の免除要件のうち、高松市契約規則第２４条第４号を適用しようとする契約
者に対しては、落札後直ちに要件を満たす契約実績に係る契約書の写しを添付した免除申請書
（別紙７）を提出させること。

高松市契約規則

（契約保証金の減免）
第２４条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合には、契約保証金の全部又は一部を免
除することができる。
（４）契約者が、過去２年の間に国（独立行政法人及び公社を含む。）又は地方公共団体と種
類及び規模をほぼ同じくする契約を締結し、これをすべて誠実に履行し、かつ、契約を履行し
ないこととなるおそれがないと認められるとき。

監査実施年度／対象局等 令和6年度／総務局

高松市監査委員告示第10号 令和7年2月28日

危機管理課

　契約保証金免除の適正な取扱いについて

契約保証金を免除する場合には、適用する規定要件を厳格に確認するととも
に、所属内において認識の共有が図られるよう、適切な審査体制を構築された
い。
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定期監査・行政監査結果

結果№ №4

告 示 番 号 告 示 日

所 管 課 等 区 分 意　　見 【重　点】

意 見 の 項 目

意見を付す理由

意 見

根 拠 法 令 ・
通 知 等

内 容

附属機関等に係るホームページ掲載については、附属機関等ホームページ掲載
マニュアルにおいて、必須項目とされている内容を掲載するとともに、情報が適
時適切に更新され、その正確性を常時確保するための方策について検討された
い。

附属機関等ホームページ掲載マニュアル

２　掲載内容
（１）附属機関等の概要
（２）根拠規定
（３）委員名簿
（４）会議の開催結果
（５）策定計画関係
（６）分科会、専門部会関係
（７）上記以外であって掲載が必要なもの
※（１）～（４）は必須項目、（５）～（７）は任意項目

令和６年１２月１日時点で市民局内各所属が担当している附属機関等に係るホームページに
ついて、同月２０日現在の掲載内容を確認したところ、附属機関等ホームページ掲載マニュア
ルにおいて、必須項目とされている根拠規定の掲載がないものや、既に廃止されているにもか
かわらず、附属機関等ホームページ一覧から削除されていないものなどが散見された。（牟礼
総合センター、香川総合センター、国分寺総合センター、市民やすらき課）

監査実施年度／対象局等 令和6年度／市民局

高松市監査委員告示第10号 令和7年2月28日

市民局

　附属機関等に係るホームページ掲載における情報の正確性の確保について
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定期監査・行政監査結果

結果№ №5

告 示 番 号 告 示 日

所 管 課 等 区 分 指　　摘

指 摘 の 項 目

指 摘 す る 理 由

指 摘

根 拠 法 令 ・
通 知 等

内 容

根 拠 法 令 ・
通 知 等

内 容

令和6年度／市民局

高松市監査委員告示第10号 令和7年2月28日

地域協働部
協働コミュニティ推進課

監査実施年度／対象局等

旧高松市太田コミュニティセンターアスベスト調査業務委託について、予定価格が３００万
円を超え複数業者を選定し価格競争を行っているにもかかわらず、競争入札ではなく、地方自
治法施行令第１６７条の２第１項第２号の規定を根拠とした随意契約として見積徴取を実施し
ていた。

契約方法については、関係法令等に基づき、随意契約によることができるもの
を除き、原則として、競争入札とされたい。

　業務委託に係る適正な契約方法について

地方自治法施行令

（随意契約）
第１６７条の２ 地方自治法第２３４条第２項の規定により随意契約によることができる場合
は、次に掲げる場合とする。
（２）不動産の買入れ又は借入れ、普通地方公共団体が必要とする物品の製造、修理、加工又
は納入に使用させるため必要な物品の売払いその他の契約でその性質又は目的が競争入札に適
しないものをするとき。

高松市随意契約ガイドライン

４ 激変緩和
本来、随意契約によることができるものを除き、契約は競争入札によらなければなりませ

ん。
しかしながら、競争見積の方法により契約が行われている案件が多数あるという現状にかん

がみ、本年度は、価格競争の方法により契約の相手方を決定する見積徴取で、その予定価格が
３００万円未満のものについては、競争見積の方法によることができるものとします。この場
合、その見積徴取は、本ガイドラインに例示がなくとも、随意契約によることができるものと
します。

前記の案件に係る執行伺に記載すべき随意契約の根拠規定は、施行令の「第２号」としま
す。
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定期監査・行政監査結果

結果№ №6

告 示 番 号 告 示 日

所 管 課 等 区 分 指　　摘

指 摘 の 項 目

指 摘 す る 理 由

指 摘

根 拠 法 令 ・
通 知 等

内 容

根 拠 法 令 ・
通 知 等

内 容

監査実施年度／対象局等 令和6年度／市民局

発注簿等財務処理要領

４　発注簿等に係る財務処理に当たっての留意事項
（９）兼命令の起案及び回議に当たっては、次の確認をしなければならない。
　ア　支出負担行為額（支出命令額）と発注簿等記載額との照合

イ 検収又は検査の確認（検査又は検収に当たった職員の記載及びその押印が請求書になさ
れていること、並びに工事にあっては発注簿に当該職員の記載及びその押印があること。）
　ウ　１者随意契約による工事にあっては、次のとおりであること。
　エ　審査出納員（各所属長及びその代決者をいう。）にあっては、支出負担行為の確認
　オ　その他必要な確認

発注簿等財務処理による高松市川添コミュニティセンタープロパンガス警報器取替修繕につ
いて、修繕料の支出完了後、請求金額と見積価格（発注時の決定金額）が一致していないこと
が判明し、請求金額に不足があったため、後日、追加の支出を行っていた。

発注簿等財務処理による支出事務については、所属内において、請求金額を含
め、債主から提出された請求書の記載事項の完備等を、厳格に関係書類と照合確
認するとともに、同様の事務処理誤りが繰り返されないよう、根本的な原因を究
明し、実効性のある再発防止策を講じられたい。

令和7年2月28日高松市監査委員告示第10号

地域協働部
協働コミュニティ推進課

　発注簿等財務処理による支出事務に係る適正な執行について

高松市会計規則

（請求書等の受付及び審査）
第５０条 主管の長は、債主から請求書の提出を受けたときは、債務の有無、記載事項の完備
等を関係書類と照合確認の上、支出命令の手続をとらなければならない。
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定期監査・行政監査結果

結果№ №7

告 示 番 号 告 示 日

所 管 課 等 区 分 指　　摘

指 摘 の 項 目

指 摘 す る 理 由

指 摘

根 拠 法 令 ・
通 知 等

内 容

根 拠 法 令 ・
通 知 等

内 容

令和6年度／市民局監査実施年度／対象局等

高松市監査委員告示第10号 令和7年2月28日

地域協働部
牟礼総合センター

　業務委託に係る適正な契約事務について

高松市牟礼総合センター及び庵治支所廃棄物処理業務に係る契約事務について、以下のとお
り、不適切な事案が見受けられた。
（１）見積徴取通知書に添付した業務内容ごとに定める複数の見積書様式のうち、決定業者か
らは、当該業務の履行が見込めない様式の見積書が提出されていたにもかかわらず、有効なも
のとして取り扱っていた。
（２）委託契約書において、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令や同施行規則で定める
委託契約に含まれるべき事項のうち、一部の事項が記載されていなかった。

契約事務については、業者決定に係る提出書類の内容審査を厳格に行うととも
に、関係法令等に基づき必要な事項を契約書に記載し、適正に執行されたい。

委託業者決定要領

４　業者決定方法
（１）予定金額の範囲内で、それぞれの業務の見積金額の合計が最も安価な業者に決定しま
す。
（５）（１）の場合で、見積金額が予定金額の範囲内であっても、契約の履行がなされないと
認められるもの、又は公正な取引の秩序を乱すこととなる恐れがある場合、及び著しく低価格
等で不適当であると認められるものについては、選定の対象から除外するものとします。

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

（事業者の処理）
第１２条
６ 事業者は、前項の規定によりその産業廃棄物の運搬又は処分を委託する場合には、政令で
定める基準に従わなければならない。
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定期監査・行政監査結果

根 拠 法 令 ・
通 知 等

内 容

根 拠 法 令 ・
通 知 等

内 容

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令

（事業者の産業廃棄物の運搬、処分等の委託の基準）
第６条の２　法第１２条第６項の政令で定める基準は、次のとおりとする。
４ 委託契約は、書面により行い、当該委託契約書には、次に掲げる事項についての条項が含
まれ、かつ、環境省令で定める書面が添付されていること。
　イ　委託する産業廃棄物の種類及び数量
　ロ　産業廃棄物の運搬を委託するときは、運搬の最終目的地の所在地

ハ 産業廃棄物の処分又は再生を委託するときは、その処分又は再生の場所の所在地、その
処分又は再生の方法及びその処分又は再生に係る施設の処理能力

ニ 産業廃棄物の処分又は再生を委託する場合において、当該産業廃棄物が法第１５条の４
の５第１項の許可を受けて輸入された廃棄物であるときは、その旨

ホ 産業廃棄物の処分（最終処分（法第１２条第５項に規定する最終処分をいう。以下同
じ。）を除く。）を委託するときは、当該産業廃棄物に係る最終処分の場所の所在地、最終処
分の方法及び最終処分に係る施設の処理能力
　ヘ　その他環境省令で定める事項

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則

（委託契約に含まれるべき事項）
第８条の４の２ 令第６条の２第４号ヘ（令第６条の１２第４号の規定によりその例によるこ
ととされる場合を含む。）の環境省令で定める事項は、次のとおりとする。
１　委託契約の有効期間
２　委託者が受託者に支払う料金
３ 受託者が産業廃棄物収集運搬業又は産業廃棄物処分業の許可を受けた者である場合には、
その事業の範囲
４ 産業廃棄物の運搬に係る委託契約にあつては、受託者が当該委託契約に係る産業廃棄物の
積替え又は保管を行う場合には、当該積替え又は保管を行う場所の所在地並びに当該場所にお
いて保管できる産業廃棄物の種類及び当該場所に係る積替えのための保管上限
５ 前号の場合において、当該委託契約に係る産業廃棄物が安定型産業廃棄物であるときは、
当該積替え又は保管を行う場所において他の廃棄物と混合することの許否等に関する事項
６ 委託者の有する委託した産業廃棄物の適正な処理のために必要な次に掲げる事項に関する
情報
　イ　当該産業廃棄物の性状及び荷姿に関する事項
　ロ　通常の保管状況の下での腐敗、揮発等当該産業廃棄物の性状の変化に関する事項
　ハ　他の廃棄物との混合等により生ずる支障に関する事項

ニ 当該産業廃棄物が次に掲げる産業廃棄物であって、日本産業規格Ｃ０９５０号に規定す
る含有マークが付されたものである場合には、当該含有マークの表示に関する事項

ホ 委託する産業廃棄物に石綿含有産業廃棄物、水銀使用製品産業廃棄物又は水銀含有ばい
じん等が含まれる場合は、その旨
　ヘ　その他当該産業廃棄物を取り扱う際に注意すべき事項
７ 委託契約の有効期間中に当該産業廃棄物に係る前号の情報に変更があつた場合の当該情報
の伝達方法に関する事項
８　受託業務終了時の受託者の委託者への報告に関する事項
９　委託契約を解除した場合の処理されない産業廃棄物の取扱いに関する事項
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定期監査・行政監査結果

結果№ №8

告 示 番 号 告 示 日

所 管 課 等 区 分 指　　摘

指 摘 の 項 目

指 摘 す る 理 由

指 摘

根 拠 法 令 ・
通 知 等

内 容

根 拠 法 令 ・
通 知 等

内 容

　プロポーザル方式による適正な契約手続について

高松市立みんなの病院既設建物コミッショニング業務委託については、公募型プロポーザル
方式により優先交渉権者を決定しているが、決定後において、当該業務委託に係る予定価格の
設定や、優先交渉権者に対して見積徴取を行わず、プロポーザル応募書類として提出のあった
価格提案書の金額を契約金額として、優先交渉権者と契約を締結していた。

また、契約保証金について、意思決定の決裁を行わずに免除していた事案や、決裁日や施行
日に誤りがあるものなどが散見された。

高松市契約規則

（随意契約による場合の予定価格）
第１８条 管理者は、随意契約により契約を締結しようとする場合においては、第１１条第２
項及び第３項の規定に準じて予定価格を定めなければならない。ただし、予定金額を予定価格
とみなすことができる。
（見積書の徴取）
第１８条の２ 管理者は、随意契約により契約を締結しようとする場合においては、契約書案
その他見積りに必要な事項を示して、２以上の者から見積書を徴さなければならない。ただ
し、次の各号のいずれかに該当するときは、見積書の徴取を１者のみからとすることができ
る。
（２）契約の相手方が特定されるものに係る契約をするとき。

高松市病院局事務決裁規程

プロポーザル方式による契約手続については、随意契約の相手方を選定する手
法であることを十分に理解した上で、適正に見積徴取を実施するとともに、所属
内において契約事務の知識を深める研修を行うなど、適正な執行に向けた取組を
実施されたい。

みんなの病院事務局総務課

監査実施年度／対象局等 令和6年度／病院局

高松市監査委員告示第10号 令和7年2月28日

（管理者の決裁事項及び専決事項）
第５条 管理者の決裁事項並びに病院局長及び課長等の専決事項は、別表第１及び別表第２の
とおりとする。
別表第１（第５条関係）
　共通決裁事項
　　管財及び用品

５ 入札保証金及び

契約保証金の減免 

（１）次号に掲げる場合以外の場合 執行伺の決裁者 

（２）入札参加者又は契約者の事情

により減免する場合 

課長 
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定期監査・行政監査結果

結果№ №9

告 示 番 号 告 示 日

所 管 課 等 区 分 指　　摘

指 摘 の 項 目

指 摘 す る 理 由

指 摘

根 拠 法 令 ・
通 知 等

内 容

高松市病院局医療器械等購入審査委員会設置要綱

（所掌事務）
第２条
２ 委員会は、医療器械等及びその他物品の購入及び賃貸借について、次に掲げる事項を審査
する。
（２）１品の予定価格が５００万円を超える医療器械等の購入に係る入札案件並びに予定価格
（単価契約に係るものにあっては、単価に予定数量を乗じて得た額とする。）が５００万円を
超える医療器械等の賃貸借に係る入札案件の事前審査に関する次の事項
　ウ　指名競争入札を実施する場合の指名業者の選定に関する事項

　医療器械購入に係る指名業者の適正な選定について

監査実施年度／対象局等 令和6年度／病院局

医療器械の購入については、透明性、公平性及び競争性を確保するため、高松
市病院局医療器械等購入審査委員会において審査された事項を厳守するととも
に、適正な契約事務が執行されるよう、所属内における適切な審査体制を構築さ
れたい。

高松市監査委員告示第10号 令和7年2月28日

みんなの病院事務局総務課

高周波手術装置の購入に係る指名競争入札について、高松市病院局医療器械等購入審査委員
会において選定された指名業者（１０者）を指名しなければならないにもかかわらず、指名業
者等一覧表を誤って作成したことにより、うち１者については、異なる業者を指名し、入札を
執行していた。

５ 入札保証金及び

契約保証金の減免 

（１）次号に掲げる場合以外の場合 執行伺の決裁者 

（２）入札参加者又は契約者の事情

により減免する場合 

課長 
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定期監査・行政監査結果

結果№ №10

告 示 番 号 告 示 日

所 管 課 等 区 分 指　　摘

指 摘 の 項 目

指 摘 す る 理 由

指 摘

根 拠 法 令 ・
通 知 等

内 容

根 拠 法 令 ・
通 知 等

内 容

（証書類の記載）
第８条
２ 収支に関する証書類の金額、数量は、改ざん、又はそう入することができない。ただし、
首標金額を除く文字を訂正又はそう入する場合は、２線を引き、その右側又は上部に正書証印
し、訂正削除した文字は、明らかに読むことができるようにしていかなければならない。

高松市契約規則

（契約保証金の減免）
第２４条 管理者は、次の各号のいずれかに該当する場合には、契約保証金の全部又は一部を
免除することができる。
（４）契約者が、過去２年の間に国（独立行政法人及び公社を含む。）又は地方公共団体と種
類及び規模をほぼ同じくする契約を締結し、これをすべて誠実に履行し、かつ、契約を履行し
ないこととなるおそれがないと認められるとき。
（７）指名競争入札の方法による契約又は随意契約を締結する場合において、契約金額が少額
であり、かつ、契約者が契約を履行しないこととなるおそれがないとき。

高松市会計規則

監査実施年度／対象局等 令和6年度／病院局

高松市監査委員告示第10号 令和7年2月28日

みんなの病院事務局総務課

契約事務については、関係法令等に基づき適正に執行するとともに、契約保証
金の全部又は一部を免除する場合には、根拠規定を厳格に適用するほか、管理職
員を含め、職員の共通認識が得られるよう、所属内において契約保証金を始めと
する契約事務の研修を行うなど、適正な事務の執行に向けた取組を実施された
い。

　複数単価契約に係る適正な事務処理について

みんなの病院及び塩江分院で使用する診療材料等購入に係る複数単価契約事務について、以
下のとおり、不適切な事案が見受けられた。
（１）執行伺の紙決裁において、首標金額である予定価格を紙面上で削り、訂正していた。
　なお、訂正後の金額は文書管理システム内の予定価格と異なっていた。
（２）契約保証金について、受注者から契約保証金免除申請書の提出がないにもかかわらず、
高松市契約規則第２４条第４号の規定を適用した事案や、予定価格が要件に該当しないにもか
かわらず、同条第７号の規定を適用した事案により、全額を免除していた。
（３）契約保証金の要否について、執行伺の伺い文と見積通知書の内容に相違があった。
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定期監査・行政監査結果

根 拠 法 令 ・
通 知 等

内 容
（少額である契約金額）
第５０条 契約規則第２４条第７号に規定する少額である契約金額は、予定価格が５００万円
未満の場合における当該契約金額とする。

高松市契約事務処理要綱
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定期監査・行政監査結果

結果№ №11

告 示 番 号 告 示 日

所 管 課 等 区 分 指　　摘

指 摘 の 項 目

指 摘 す る 理 由

指 摘

根 拠 法 令 ・
通 知 等

内 容

根 拠 法 令 ・
通 知 等

内 容

監査実施年度／対象局等 令和6年度／病院局

高松市監査委員告示第10号 令和7年2月28日

みんなの病院事務局総務課

地方公営企業法施行規則

（会計規程）
第２条 地方公営企業の管理者は、地方公営企業法第１０条の規定による企業管理規程で当該
地方公営企業の会計事務の処理に関し必要な会計規程を定めなければならない。
２ 前項の会計規程は、法第３条に規定する基本原則に鑑み、地方公営企業の能率的な運営と
適正な経理に役立つように定めなければならない。

地方公営企業法

（経営の基本原則）
第３条 地方公営企業は、常に企業の経済性を発揮するとともに、その本来の目的である公共
の福祉を増進するように運営されなければならない。
（地方公営企業に関する法令等の制定及び施行）
第５条 地方公営企業に関する法令並びに条例、規則及びその他の規程は、すべて第３条に規
程する基本原則に合致するものでなければならない。

　契約事務の取扱いに係る高松市病院事業会計規程の適正な整備について

病院事業の契約事務の取扱いについては、高松市病院事業会計規程において、高松市契約規
則等の規定を準用することが定められているが、同規則が一部改正されているにもかかわら
ず、同規程の整備が行われていないため、内容に整合性を欠いていた。

病院事業の契約事務を規定する高松市病院事業会計規程については、契約手続
が適正に執行されるよう、関係する規則等を適宜点検するとともに、これらの規
則等の改正により、矛盾が生じないよう、関係課との情報共有を図るなど、適正
に整備されたい。
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　テーマ１

台数（台）

58

10

台数（台）

0

福利厚生団体８台、指定管理者４６台

なし

20本市に収納あり

電気使用料 台数（台）

本市に収納あり 14

　　○電気使用料の状況について

本市に収納なし 48

　　○販売手数料の状況について

販売手数料

内訳

福利厚生団体２台、指定管理者４６台

台数（台）

災害時無償提供

54本市に収納なし

あり 68

本市の公募によるもの 14

本市の公募以外によるもの 54

（内訳）

使用料 台数（台）

48

20

2

省エネルギー型 11

キャッシュレス 1

台数（台）

台数（台）

病院局
みんなの病院９台
塩江分院１台

　　○事業者の選定について

内訳

福利厚生団体８台、指定管理者４６台

　　○自動販売機の付加機能について（本市が公募しているもの・複数の付加機能あり）

付加機能

減免あり

減免なし

　　○行政財産の使用許可及び使用料の状況について

使用許可

市民局

コミュニティセンター４０台
庵治支所１台
山田総合センター１台
仏生山交流センター３台
香川総合センター１台
塩江支所２台
国分寺総合センター４台
男女共同参画センター１台
平和公園１台
斎場公園２台
やすらぎ苑２台

内訳選定方法

市有施設への自動販売機の設置について

　　○設置状況について

対象局 内訳

行政監査（重点取組事項）の実施状況

- 17 -



　テーマ２

対象局（該当課数） 附属機関数 類似機関数 合計

総務局　（４） 11 2 13

市民局　（４） 3 4 7

病院局　（－） — — —

※類似機関・・・　附属機関に類似したもので、規則、規程、要綱等に基づき、市民の意見を本市の行政に反映
　　　　　　　　させることを主な目的として、設置するもの。

※附属機関・・・　地方公共団体が、法律や条例の定めるところにより、その事務の執行に必要な調停、審査、
　　　　　　　　審議、諮問、調査等を行うため、設置するもの。

　　○附属機関等の設置状況について（令和６年１２月１日現在）

附属機関等に係るホームページの掲載について

令和6年度高松市監査実施計画（関係部分の抜粋）

      ２　令和6年度の重点取組事項
　
 
 
           本市の市有施設には、利用者の利便性の向上や施設の有効利用を目的として、多くの自動
         販売機が設置されており、市有施設に自動販売機を設置する場合は、原則として公募により
         設置業者を選定し、行政財産の使用許可のほか、施設使用料や販売手数料等の収納事務など、
         付随した事務を行っている。
            また、最近では、環境に配慮したものや、災害時に飲料を無料で提供できる災害対応自動
         販売機なども導入されている。
            そこで、災害時における自動販売機の二次的機能も含め、設置業者の選定や使用許可に係
         る事務処理等が適正に行われているのか、また、自動販売機の設置により、市有施設が有効
         活用され、市民サービスの向上に資しているのかという観点から、監査を実施する。
　
　
　
 
            附属機関等の設置、運営に当たっては、「高松市附属機関等の設置、運営等に関する要綱」
         等に基づき、委員の委嘱、運営及び会議を開催するほか、会議の開催結果等を本市ホームペ
         ージに掲載することになっているが、５年度の定期監査において、監査対象局のホームペー
         ジを確認したところ、必須項目である掲載内容等に不備のあるものが散見された。
            そこで、６年度においても、引き続き、本市ホームページにおいて、附属機関等の情報が
         適切に更新され、正確な情報が提供されているのかという観点から、監査を実施する。

（１）市有施設への自動販売機の設置について

＜参考＞

（２）附属機関等に係るホームページの掲載について

行政監査（重点取組事項）の実施状況

- 18 -




